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1 はじめに 

1.1 背景と目的 

 

昨今の電気自動車をはじめとした電動車等の普及により、今後大量の使用済電池が発生

すると見込まれている。電動車の大半は中古車の状態で輸出され、リユース電池として国内

で回収される電池数量は限定的である。電気自動車の市場規模予測を図 1.1.1に示す。 

現状の車載用電池のリユース技術は、電池種類及び残容量を揃えた小規模かつ限定的で

ある。このような状況下で使用済電池を最大限有効活用するためには、大規模に使用済電池

をリユースする基盤を構築すると共に、リユース後のリサイクルを含めた電池用資源の国

内循環システムを確立する必要がある。 

図 1.1.2に中古電池を循環させるバッテリーエコシステムのイメージを示す。中古電池を

リユースし、リサイクルに回すバッテリーエコシステムを構築することにより、ライフサイ

クルを通した CO2排出量の削減および電池材料の国内還流を実現できると考えられる。そ

のため、中古電池の有効な再利用先となり得る、リユース電池を用いた蓄電システムの技術

開発を進める必要がある。 

本実証事業では、車載用電池のライフサイクルを通したCO2排出量の削減の達成に加え、

電池の安全性・信頼性及び価格競争力向上によるリユース拡大を目的とし、以下の技術開発

を行う。 

・リユース電池で構築した大規模蓄電システムの運用確立 

・電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の確立 

・余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の確立 

・PVから蓄電システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いたDCリンクの開発 

 

 

図 1.1.1 電気自動車の市場規模予測1 

 
1 出典：株式会社日本総合研究所 EV 電池サーキュラーエコノミー ８兆円市場のゆくえ 
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図 1.1.2 中古電池を循環させるバッテリーエコシステム（イメージ） 

 

1.2 実証内容・実証方法 

本事業では、以下の内容に取り組む。事業の全体像のイメージを図 1.2.1に示す。 

また、本事業で取り組む各実証要素の概念図を図 1.2.2に示す。 

 

（１）電力システムに適合した蓄電システムの最適化検討 

① リユース電池で構築する大規模蓄電システムの要件定義・設計 

令和２年度から令和４年度までの環境省委託事業「脱炭素型金属リサイクルシステム

の早期社会実装化に向けた実証事業2」において、高圧系統への連系要件を満たすリユー

ス電池を用いたスイープ蓄電システムの設計、蓄電システムの充放電試験にて市場要件

への適合確認を実施した。 

一方、蓄電システムとして大規模にリユースするには、コンテナ型の蓄電システムか

らロバスト性を向上し、スペース効率ならびに安全性を向上させる必要がある。 

本事業では、大規模蓄電システム向けの蓄電池キュービクル3単位の技術検証を実施し

た。 

令和５年度に特別高圧系統への連系要件を定義し、令和６年度はスイープ蓄電システ

ム試作機の製作、評価および蓄電システム制御装置の動作確認をトヨタ自動車の工場構

内にて実施した。本項目については 2章 1項にて述べる。  

 
2 令和４年度脱炭素型金属リサイクルシステムの早期社会実装化に向けた実証事業 委託業務 成果報告書 
3 蓄電池キュービクル：蓄電池や電力変換基板等を収納した屋外設置型キュービクル。蓄電システムの最小単位。 

https://www.env.go.jp/content/000126681.pdf
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② 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義 

リユース電池を用いた蓄電システムを最適に運用するためには、電池を個々に識別

し、充電状態や劣化状態を把握した上で、充放電計画や劣化した電池の取替計画の策定

が必要である。加えて、欧州電池規則に準拠した国内での対応を見据え、電池製造から

車載利用、回収に至るまでの使用実績と、本事業であるスイープ蓄電システムにおける

充放電実績、及びその後のリサイクルに至るまでのライフサイクルを通した使用履歴を

電池毎に紐づけて管理するシステムが必要である。 

本事業では、令和５年度および令和６年度において、電池毎のライフサイクルを通し

た使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義を実施した。本項目については 2章

2項にて述べる。 

 

③ 余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の検証 

リユース電池を用いた蓄電システムの信頼性と運用性を確保するためには、電池毎の

劣化状態を見極め、安全に運用することが必要である。 

令和２年度から令和４年度までの環境省委託事業「脱炭素型金属リサイクルシステム

の早期社会実装化に向けた実証事業」において、電池の劣化モードの一つであり、熱暴

走温度の低下により電池の健全性を低下させるリチウム金属析出を、余寿命センサ

MaMoRiS（Magnified Metal Object Response Inspecting Sensor）により直接かつオン

ライン検知可能であることを確認した。 

本事業では、令和５年度に、余寿命センサとスイープ回路の一体制御方法の検討、お

よびスイープ回路への実装に向けた余寿命センサの開発を実施した。令和６年度に、電

池選別・余寿命(劣化) 診断装置の設計、およびリチウム析出レベルの制限値検討を実施

した。本項目については 2章 3項にて述べる。 

 

④ PV から蓄電システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いた DC リンクの開発 

太陽光発電（PV）システムから蓄電システムへ充電する際、電圧変換器である

DC/DCコンバータが必要であり、変換時に大きな電力損失が生じる。 

本事業では、令和５年度に PVから蓄電システムに充電するための DCリンクとし

て、より高効率なスイープ回路を用いるための要件定義を実施し、令和６年度に PVと

ACスイープ蓄電システムの構成検討を行った。本項目については 2章 4項にて述べ

る。 
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（２）CO2排出量削減効果の評価 

電池のリユース活用による CO2排出量削減効果として、「新品電池の製造および廃

棄・リサイクル（輸送含む）の抑制」、および「スイープ技術による蓄電システム効率

改善」が見込まれる。 

一方で、電池をリユースする場合の CO2排出量削減効果の評価方法は確立されて

いない状況である。 

本事業では、令和５年度に原材料調達・電池製造から廃棄・リサイクルに至るまで

の電池のライフサイクル全体で排出される CO2排出量削減効果の評価方法の検討を実

施し、令和６年度に CO2排出量削減効果の評価を実施した。本項目については、2章 5

項にて述べる。 

 

図 1.2.1 事業の全体像（イメージ） 

 

 

 

図 1.2.2 本事業で取り組む各実証要素の概念図 
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1.3 実証体制 

 

本事業の実施体制図及び役割を図 1.3.1に示す。 

 

 

図 1.3.1 事業実施体制図及び役割 
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2 実証結果・成果 

2.1 テーマ① リユース電池で構築する大規模蓄電システムの要件定義・設計 

2.1.1 大規模蓄電システムの要件定義 

大規模蓄電システムの要件定義を行った。 

本事業にて大規模蓄電システムを構築することを想定した、大規模蓄電システムの構成

案を図 2.1.1に示す。 

 

① 特別高圧系統への接続（  kV） 

 令和２年度から令和４年度までの環境省委託事業「脱炭素型金属リサイクルシステムの

早期社会実装化に向けた実証事業」においては、リユース電池で構築したスイープ蓄電シス

テムの高圧系統（6.6kV）への接続を実証した。 

本事業では、蓄電システムとして大規模にリユースするため、電力システムにおける最高

電圧階級である特別高圧系統へ連系する構成として要件定義した。 

 

② 蓄電池キュービクルの並列設置 

環境省委託事業では、蓄電システムをコンテナ4型とし、コンテナ内のラックに電池やス

イープ基板等のスイープ蓄電システム部品を設置していた。 

本事業では、事業化を見据え、ロバスト性やスペース効率、安全性の向上に向け、蓄電シ

ステムの最小単位を「蓄電池キュービクル」として定義した。（蓄電池キュービクルの構成

は図 2.1.2参照）蓄電池キュービクルごとに系統に接続できるよう設計し、必要容量に応じ

て並列数を調整し、また増設可能な設計とすることで、都度発生するリユース電池を効率的

に活用することができるようにした。 

具体的には、大規模蓄電システムの構築に当たり、1台の制御装置により複数の蓄電キュ

ービクルを群制御可能なように設計した。変圧器容量は、キュービクルの諸元・並列台数に

よって、コスト最適点を考えて選定する。更に、変圧器を並列させることで容量を拡大し、

大規模蓄電システムを構築する構成とした。この場合は、制御装置を束ねる制御装置（親機）

を設ける。 

 

③ 蓄電システム規模 

蓄電システム規模は、特別高圧の出力下限値である 2M 以上となるように設定した。 

図 2.1.1に示す大規模蓄電システム構成案では、サブ変圧器配下に、サブ変圧器の最大容

量となる蓄電池キュービクル 23台を並列接続する構成とした。また、協調制御の検証のた

め、サブ変圧器 2 台目は、複数の蓄電池キュービクルの最小台数として 2 台を並列接続す

る構成とした。その結果、本実証における蓄電システム規模は、3M /13M  とした。 

事業化の際は、サブ変圧器 3台目以降に、同様に並列接続する設計思想である。 

 
4 蓄電池や電力変換装置、制御装置等を収納した 20ftコンテナ 
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図 2.1.1 大規模蓄電システム構成案 

 

2.1.2 蓄電池キュービクルのシステム設計（機器および回路構成） 

蓄電池キュービクルのシステム設計として、機器および回路構成の設計を行った。蓄電池

キュービクルのユニット構成を図 2.1.2に示す。 

本キュービクルは、屋外での使用を前提とし防水仕様にて設計した。搭載する蓄電池はキ

ュービクルの可搬性と蓄電池スペースを考慮した上で、蓄電池キュービクル 1 台に対し、

蓄電池ユニット5 2台 および 機器ユニット6 1台を搭載するよう設計した。 

 

図 2.1.2 蓄電池キュービクルのユニット構成 

 
5 蓄電池ユニット：蓄電池や電力変換基板等を収納するキャビネットを複数束ねるユニット 
6 機器ユニット：高調波ノイズ除去フィルタや蓄電池制御ユニット、ブレーカー等を収納するユニット 
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2.1.3 蓄電池キュービクルのシステム設計（延焼防止・耐類焼） 

蓄電池キュービクルのシステム設計として、延焼防止機構の設計を行った。 

 

火災発生を防ぐ設計、万が一火災が発生した場合に隣接区画へ延焼させない設計とした

上で、JIS C 4441プロパゲーション認証に従った過充電試験を行い、隣接区画へ延焼しな

いことを確認した。 

 

具体的には、意図的にある電池に過充電を起こし電池を発火させ、キュービクル外への延

焼が無いかを確認した。過充電試験の結果を図 2.1.3に示す。図中に青枠で示した電池を過

充電し、キュービクルの扉を閉めた状態で外部への延焼を確認した。その結果、赤枠で示す

ように、キュービクル内部の当該単セルの発煙に留まり、隣接区画への延焼は見られないこ

とを確認した。 

 

令和５年度までは、空冷式の蓄電池キュービクルにて延焼防止設計としていた。一方で、

令和６年度に、市場要件の一つとしてベンチマークとしていた、長期脱炭素電源オークショ

ンにおいて、「耐類焼性」が要件として追加された。 

これに伴い、令和６年度から、耐類焼設計を追加で実施した。耐類焼性を備えた蓄電池カ

ートリッジの図を図 2.1.4に示す。 

蓄電池カートリッジ単位で防爆ケースを設け、耐類焼性を確保する設計仕様へ変更した。 

 

また、耐類焼設計では蓄電池カートリッジを防爆ケースへ収めることにより、従来の冷却

機構である空冷式では、冷却の目標値を達成できなくなった。そのため、冷却システムを水

冷式へ変更し、設計検討を実施した。 

 

 

図 2.1.3 過充電試験の結果 
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図 2.1.4 耐類焼性を備えた蓄電池カートリッジ 

 

 

2.1.4 大規模蓄電システムの制御設計 

充放電指令に基づき、スイープ蓄電システムを制御するシステムを設計した。スイープ蓄

電システムの制御システム構成図を図 2.1.5に、各制御システムの役割を表 2.1.1に示す。 

 

令和６年度には、スイープ蓄電システムの制御装置である GC の基本設計を実施した。 

 

図 2.1.5 スイープ蓄電システムの制御システム構成図 
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表 2.1.1 各制御システムの役割 

制御システム 機能・役割 

EMS エネルギーマネジメントシステム、 

充放電指令をネットワーク回線で受信して、蓄電システムが受けれる

通信プロトコルに変換して伝達する。また、蓄電所の監視も行う。 

スイープ 

蓄電システム 

蓄電池システムが有する制御装置（GCU）にて EMS からの充放電指

令を各蓄電池キュービクルに分配する。分配された信号に従い充放電

を実施。 

 

2.1.5 蓄電池キュービクル試作機評価試験 

 上記の蓄電池キュービクル設計について、スイープ蓄電システムの特別高圧系統への連

系に関わる送配電事業者との系統連系協議も踏まえて実施し、蓄電池キュービクル試作機

の製作、評価および蓄電システム制御装置の動作確認をトヨタ自動車の工場構内にて実施

した。 

 蓄電池キュービクル試作機の外観を図 2.1.6に、蓄電池キュービクルの内部レイアウト図

を図 2.1. に、蓄電池キュービクル評価の計測環境イメージを図 2.1.8に、蓄電池キュービ

クル試作機の評価項目を表 2.1.2に示す。 

 

 蓄電池キュービクル試作機の評価項目として、状態表示灯の点灯確認１項目、CV制御

の動作確認９項目、系統との同期確認１項目、CC制御の動作確認１０項目、 in out演

算と充放電制御の動作確認１５項目、電池ダイアグの動作確認９項目、電流波形の高調波

改善の効果確認１２項目の計５７項目を実施し、全て問題ないことを確認した。 

 

 充放電の制御性の結果を図 2.1.9に、計測結果の一例として、定電力指令の応答性の結

果を図 2.1.1 に示す。 

 図 2.1.9のとおり、スイープ蓄電システムの各相（ 、V、 相）は、系統電圧波形と同

期していること、電流と電圧の位相差がないことから、設計通りの挙動であり、制御性が

良好であることを確認した。 

 図 2.1.1 のとおり、スイープ蓄電システムの待機指令の解除および有効電力の指令後、

三相交流を創出し、指令電力への応答速度は設計通りであり、制御性が良好であることを

確認した。 

 

 GC からスイープ蓄電システムの起動／停止が行えるかを確認し、設計にて想定通りの

動作をすることを確認した。 
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図 2.1.6 蓄電池キュービクル試作機の外観 

 

 

図 2.1.  蓄電池キュービクルの内部レイアウト図 
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図 2.1.8 蓄電池キュービクル評価の計測環境イメージ 

 

 

図 2.1.9 充放電の制御性の結果 

 

 

図 2.1.1  定電力指令の応答性の結果 
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表 2.1.2 蓄電池キュービクル試作機の評価項目 

確認項目 項目数 

状態表示灯の点灯確認 1 

CV制御の動作確認 9 

系統との同期確認 1 

CC制御の動作確認 10 

WinWout演算と充放電制御の動作確認 15 

電池ダイアグの動作確認 9 

電流波形の高調波改善の効果確認 12 

 計 57 
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2.2 テーマ② 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の

要件定義 

2.2.1 トレーサビリティ管理に向けた規制調査 

 

 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義に向

け、日本のほか、電池のトレーサビリティが規制として先行している、欧州および北米にお

ける規制調査、国際文書の調査を実施した。 

 参照した文献の一覧を表 2.2.1に、CFP情報の開示に関わる文献の体系図を図 2.2.1

に、トレーサビリティ項目を主な文献毎に比較した表を表 2.2.2に示す。 

 

 図 2.2.1より、CFP情報の開示に関する文献を調査した結果、電池に関する先進的な規

定である欧州電池規則および、CFP情報開示の観点で必要な項目がまとめられている

「Pat finder framework」に準拠することとした。 

 

 表 2.2.2より、トレーサビリティ項目としては、電池に関する一般情報をはじめ、カーボ

ンフットプリント（CFP）や、健全性（SOH）等の項目を確認した。 

 

表 2.2.1 参照文献一覧 
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表 2.2.2 トレーサビリティ項目と対応する文献 

 

 

 

図 2.2.1 CFP情報の開示に関わる文献の体系図 
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2.2.2 トレーサビリティ管理項目の要件定義 

 2.2.1トレーサビリティ管理に向けた規制調査の結果に加え、リユース蓄電システムの価

値訴求面と合わせて検討した。 

表 2.2.3 に、リユース蓄電システムの価値訴求に必要な管理項目を示す。検討した結果、

CFP、および健全性（SOH）・劣化度をトレーサビリティ管理項目に設定した。 

 

表 2.2.3 リユース蓄電システムの価値訴求に必要な管理項目 

 

 

2.2.3 トレーサビリティ管理データの要件定義 

トレーサビリティ管理データ一覧を表 2.2.4に示す。 

 各ライフサイクル段階において、CFP、トレーサビリティ情報（SOH・劣化度）に関わ

る管理項目を整理した。原材料調達・電池製造にて計 11項目、車載利用にて計 8項目、

蓄電利用にて計 1 項目、廃棄・リサイクルにて計 4項目、計 33項目を定義した。 
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表 2.2.4 トレーサビリティ管理データ一覧 
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2.2.4 トレーサビリティ管理システムの要件定義 

トレーサビリティ管理システムの構成図を図 2.2.2に示す。 

自動車メーカーであるトヨタ自動車側のシステムにて、原材料調達・電池製造、車載利

用および蓄電利用に関わるデータを管理し、JERAのトレーサビリティ情報管理システム

にて、原材料調達・電池製造、車載利用および蓄電利用に関わるデータと、廃棄・リサイ

クルおよび輸送に関わるデータを管理する構成とした。また、CFPはトレーサビリティ情

報を用いて、CFP管理システムにて演算し、演算結果をトレーサビリティ情報管理システ

ムにて管理する構成とした。 

具体的には、電池製造時の情報は、電池に貼り付けられている QRコードの読取により

取得する（⓪ 電池 QRコード）。車載使用時の蓄電池の使用履歴は、電動車に搭載されて

いる EC （Electronic Control  nit）より連携する（① EC ）。蓄電利用時の蓄電池の情報

は蓄電システムの制御装置（GC ）より連携する（② GC ）。これらのデータが蓄電シス

テムが設置される現地の蓄電池情報収集ユニットのデータベース（DB）へと収集、蓄積さ

れる（③ 現場蓄電池情報収集ユニット）。電池の SOHは二次利用データ管理サーバにて

演算される（④ 二次利用データ管理サーバ）。電池のトレーサビリティ情報は、トレーサ

ビリティ情報管理システムにて総合的に管理する（⑤ トレーサビリティ情報管理システ

ム）。CFPは、トレーサビリティ情報を用いて、CFP管理システムにて演算され、演算結

果をトレーサビリティ情報管理システムにて管理する（⑥ CFP管理システム）。 

 

 

図 2.2.2 トレーサビリティ管理システムの構成図 

  



20  

2.3 テーマ③ 余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の検証 

2.3.1 MaMoRiSの技術概要 

Li金属析出検知技術 MaMoRiS（Magnified Metal Object Response Inspecting Sensor）の

技術概要を図 2.3.1に示す。 

本手法は、通常の充放電の挙動で流れるイオン性の充放電電流の裏に隠れる電子性電流

の反応が、内部で発生する Li 金属析出量に対して直接かつ高い応答を示す特性点に着目を

した、インピーダンス計測手法の一つである。 

本手法の大きな特徴は、インピーダンス測定（従来の EIS法）と比較して、測定周波数を

高い周波数帯域とする点である。この高周波化が従来の EIS 法が捉えているイオン性電流

の挙動変化をフィルタリングする効果となり、劣化による様々な電池挙動変化の中から内

部金属量の変化に対する電子電流のみの応答を増幅して検知することが可能となる。Li 金

属析出が生じると、測定した高周波抵抗が低下する特徴がある。 

したがって、余寿命センサ（MaMoRiS）により、高周波の特定周波数における抵抗変化

を測定することで、電池の劣化モードの一つであり、熱暴走温度の低下により電池の健全性

を低下させるリチウム金属析出の検知が可能となる。 

 

図 2.3.1 Li金属析出検知技術（MaMoRiS）の概要 
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2.3.2 余寿命センサとスイープ回路の一体制御方法の検討 

令和５年度に、余寿命センサ（MaMoRiS）とスイープ回路の一体制御方法の検討を実施

した。 

図 2.3.2に余寿命センサとスイープ制御の連携システム構成図を示す。本システムはスイ

ープ蓄電システムに、センサ基板と通信基板からなる MaMoRiS回路と、通信基板から取得

したデータを処理・保存するクラウドシステム（A S：Amazon  eb Services）を追加し

たシステムとなる。 

まず、スイープ蓄電システムにおいて、健全性を測定する箇所のスイープ回路を切り離し、

余寿命センサ（MaMoRiS）により抵抗変化を測定する。測定した抵抗変化データは、プラ

ットフォーム（Io  Core）を介して、クラウドシステムへ送信される。クラウドシステムは、

センサからの抵抗変化データを受信後、型番、電池種などのヘッダデータから事前に取得さ

れたリチウム析出特性(MaMoRiS-MAP、2.3.4節にて後述)における健全性閾値（抵抗変化）

と比較することで健全性の判定を行う。判定結果は、クラウドシステムから API 連携にて

親機へ送信される。抵抗変化量が健全性閾値以上、すなわち健全性に異常があった場合、親

機からスイープ制御コントローラである SC -iへ、制御指令（切離し）が送信される。 

したがって、本クラウドシステムには電池の健全性に関するデータが保存されることに

なり、例えば電池使用後の輸送やさらなる再利用に対してのデータ提供リソースとしても

活用できるほか、新たな電池種を取扱う際の拡張性を簡単に有することができる。 

 

図 2.3.2 余寿命センサとスイープ制御の連携システム構成図 
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2.3.3 スイープ回路への実装に向けた余寿命センサの開発 

令和４年度までの環境省委託事業における余寿命センサでは、1つのセンサによる計測単

位は 1 セルであった。スイープ蓄電システムへの実装に向けては、複数セルまとめてのリ

チウム析出検知が必要であり、センサによる計測単位を 1セルから 2セルへ変更した。 

令和５年度に試作した余寿命センサ（MaMoRiS）の試作回路の外観を図 2.3.3 に示す。

MaMoRiSは 1基板に 2つ実装され、1センサ当たり 2直列に接続されたセルが測定対象と

なる。従って、本構成における診断の単位は 2セルとなり、どちらか片方および両方の電池

に析出反応があった場合に、CH1、CH2のセンサが出力することとなる。 

 加速劣化試験における出力変化を図 2.3.4に示す。リチウム析出に伴う出力変化を複数

セルまとめて検知可能であることを確認した。一方で、リチウム析出レベルの制限値検討

に向けては、セル個体により出力変化に差異があるため、補正ロジック等の検討が必要で

ある。 

 

 

図 2.3.3 余寿命センサの試作回路の外観 

 

 

図 2.3.4 加速劣化試験における出力変化 
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2.3.4 電池選別・余寿命(劣化) 診断装置の設計 

令和５年度は、余寿命センサ（MaMoRiS）をスイープ蓄電システムへ実装する前提で検

討を進めていた。一方で、大規模蓄電システムは多数の電池から構成されることから、電池

毎に余寿命センサを実装することはコスト上の観点から困難である。 

そこで、令和６年度からは、スイープ蓄電システムへ搭載前の電池の初期選別用途、なら

びに電池をスイープ蓄電システムへ設置後に余寿命(劣化状態)を診断する「ポータブル診断

装置」化の設計を実施した。 

 

ポータブル診断装置化へ向けて、主な課題の洗い出しと取り組みを実施した。使用環境や

作業状態を想定した、ポータブル診断装置化に向けた主な課題を表 2.3.1に示す。 

 令和６年度は、各課題のうち、課題①接触抵抗の影響、および課題②診断方法の課題解決

に向けた検討を実施した。 

 

試作した劣化診断装置の外観図を図 2.3.5に示す。課題②の対策として、ピンプローブを

電池の電極に接触させるのみで診断可能な構成とした。 

 

ピンプローブと電池の電極間の接触抵抗の算出法の概略図を図 2.3.6に示す。課題①の検

証を行うため、余寿命センサ（MaMoRiS）回路に、LC共振回路を２並列接続し、各閉ルー

プに流れる電流を加算、減算することで、接触抵抗を求める手法を開発した。 

 

表 2.3.1 使用環境や作業状態を想定した、ポータブル診断装置化に向けた主な課題 

課題 内容 対策 

① 接触抵抗の影響 電池と回路を接触する配線の接触抵抗

が上乗せされる 

LC共振回路を 2並列接

続し、接触抵抗の影響を

除去する 

② 診断方法 従来のようにセンサをねじ締結する方

法は電池への実装に向けては現実的で

ない 

電池上に載せるだけで測

定できるようにする 

③ 温度依存性 電池温度によりインピーダンスが変化

する 

複数の周波数にてインピ

ーダンスを取得する 

④ 診断器個体差 精度（個体差）、確度（絶対値）の診

断器の各個体で合わせること 

測定前のキャリブレーシ

ョンにより合わせ込む 

⑤ 電池個体差 電池製造上、電池の各個体でインピー

ダンスがばらつく 
検討中 

➅ 計測環境 セルの位置（中央、端部）、金属有無

によりインピーダンスが変化する 
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図 2.3.5 試作した劣化診断装置の外観図 

 

 

図 2.3.6 ピンプローブと電池の電極間の接触抵抗の算出法の概略図 

 

 

2.3.5 リチウム析出レベルの制限値検討 

 令和５年度から定量化を進めていたリチウム析出レベルの結果をもとにリチウム析出レ

ベルの制限値検討を実施した。リチウム析出レベルの制限値の見極めフローを図 2.3.7に

示す。 

 

 熱暴走開始温度およびインピーダンス測定のため、リチウム析出量（劣化度）が異なる

電池サンプルを作製し、熱暴走開始温度測定を行った。その結果、析出レベルが大きいサ

ンプルの方が析出レベルが小さいサンプルに比べ、低い温度で熱暴走を始めており想定通

りの結果が得られた。 

一方、インピーダンス相関について、リチウム析出量に応じたインピーダンスとなら

ず、高周波インピーダンスが増加する結果であった。令和５年度までの回路構成の結果で

は、リチウム析出量に応じて高周波インピーダンスが低下する結果であり、今後の再測定

や検証が必要である。 
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図 2.3.7 リチウム析出レベルの制限値の見極めフロー 
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2.4 テーマ④ PV から蓄電池システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いた

DCリンクの技術開発御方法の確立 

2.4.1 DCリンクの設計 

太陽光発電（PV）システムから蓄電システムへ充電する際、電圧変換器である DC/DC

コンバータが必要であり、変換時に大きな電力損失が生じる。 

本事業では、PVから蓄電システムに充電するための DCリンクとして、より高効率な

スイープ回路を用いるための要件定義を実施した。 

 

PVとスイープ電源システムの DCリンク回路図を図 2.4.1に示す。 

想定顧客としては、工場等で太陽光発電（PV）システムを大量に導入した顧客であり、

スイープ蓄電システムの機能を応用し、商品性を向上させる思想である。 

システム構成としては、ACスイープ蓄電システムに DCバス回路を追加し、PVから直

接電池に充電可能なシステム構成としている。図 2.4.1のストリング群には、ACスイープ

に接続する蓄電池と DCスイープに接続する蓄電池が含まれ、各ストリングは ACスイー

プと DCバスのいずれかに接続されるように切替器を備えている。これにより、一つのシ

ステムで ACと DCの入出力が可能になり、充電された電池をストリング群の切替装置に

より ACスイープで系統へ連系することも可能とした。 

 

工場等では CO2排出ゼロに向け、積極的な PV設置を行っているが、昼間と休日におけ

る余剰電力が発生しており、蓄電池の導入による平準化を必要とする一方で、初期投資の

増加が課題である。また、朝夕の発電量の確保を目的に、パワーコンディショナー

（PCS）能力よりも PVを過積載するため、ピーク時の発電ロスが発生している。DC入

出力と AC出力を切替えられるスイープ技術の応用により、PVと合わせた PCSレス化が

可能となり、設備投資の減額、ピークカットによる契約電力の削減に寄与する。 

また、それぞれの PCSで発生していた電力変換ロスを低減、必要時に必要なだけの接 

続にて電圧／電力を受け渡し、ランニングコストと CO2排出の更なる削減に寄与可能

なシステムである。 
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図 2.4.1 PV とスイープ電源システムの DC リンク回路図 

 

 

2.4.2 DCリンクのシミュレーション方法 

 PVと ACスイープ蓄電システムの構成検討を行うにあたり、シミュレーションを実施し

た。 

 シミュレーションに適用した PVと蓄電システムのシステム構成を図 2.4.2に示す。 

  

 パターン①（PV＋PCS、蓄電池＋PCS：従来型） 

 従来型の PVおよび蓄電システムの構成では、PV用の PCSと、蓄電池用の PCSの構

成となり、各々の電源に PCSが必要となる。 

従来構成に対し、スイープ蓄電システムとしては図 2.4.2に示す 2案を検討した。 

 

パターン②（PV＋スイープ蓄電システム：PV新設の場合） 

PVをスイープ蓄電システムの DCリンクに接続する。PVの電力をスイープ蓄電シス

テムに蓄電した上で、系統へ連系するシステム構成である。そのため、PV用の PCSを

省略することが可能な構成である。 

 

パターン③（PV＋PCS、スイープ蓄電システム：既設 PVがある場合） 

 既設の PVがある場合は、既に PV用の PCSは設置されているため、PCSは活用しつ

つ、PVからスイープ蓄電システムへ DCリンクを通じて給電し PVの余剰電力を蓄電シ

ステムへ蓄電するシステム構成である。 

 

 シミュレーションの前提条件を表 2.4.1に示す。太陽光発電と蓄電池システムを車両

工場に導入する想定で設定し、15年間の総コスト（設備導入費用、電気費用）に対す

る再エネ利用率をシミュレーションした。 
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図 2.4.2 シミュレーションに適用した PVと蓄電システムのシステム構成 

 

表 2.4.1 シミュレーションの前提条件 

項目 条件 

車両工場 車両組付（２ライン）、２交代勤務、土日休み 

工場需要 23,650kW（契約電力 7,650kW+常用発電機 16,000kW） 

PV 出力 30,100kW 

 

2.4.3 DCリンクのシミュレーション結果 

 PVと蓄電システムの各構成におけるシミュレーション結果を図 2.4.3に示す。いず

れのシステム構成においても、再エネ利用率 8 ～8 %程度までは再エネ利用率が高く

なるほど総コストは低下するが、それ以降は、上昇する結果となった。この結果は、再

エネ利用率 8 ～8 %以降は、蓄電池の導入コストの影響と考察される。 

 

 各システム構成を比較すると、総コストはパターン③の既設 PVにスイープ蓄電シス

テムを導入した際が最小となった。 

 

 パターン①において総コストが最小となる再エネ利用率 81.3%における、各システム

構成における、蓄電池容量、PCS容量、コストを表 2.4.2に示す。 

 

 結論として、パターン①の従来型に比較し、スイープ蓄電システムを導入したパター

ン②、③の方がコスト優位であること、パターン③の既設 PVにスイープ蓄電システム

を導入するケースにおいてコストは最小になる。 

また、PCS等の設備導入費用や電気費用など、現時点の各パラメータ値で最適なシ

ステム構成の結論が得られた。 
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今後、必要となった時点における最新のパラメータ値を入力し、開発したシミュレーショ

ンモデルを活用する予定。 

 

図 2.4.3 PVと蓄電システムの各構成におけるシミュレーション結果 

 

 

表 2.4.2 各システム構成における、蓄電池容量、PCS容量、コスト 
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2.5 CO2排出量削減効果の評価 

2.5.1 CO2排出量削減効果の評価方法 

電池のリユース活用による CO2 排出量削減効果として、「新品電池の製造および廃

棄・リサイクル（輸送含む）の抑制」、および「スイープ技術による蓄電システム効率

改善」が見込まれる。 

一方で、電池をリユースする場合の CO2 排出量削減効果の評価方法は確立されてい

ない状況である。 

本事業では、原材料調達・電池製造から廃棄・リサイクルに至るまでの電池のライフ

サイクル全体で排出される CO2排出量削減効果の評価方法の検討を実施した。 

CO2排出量（CFP）削減効果の評価条件を表 2.5.1に示す。 

CO2排出量の算定単位は、蓄電システム規模(13MWh)のリチウムイオン電池とした。 

CO2 排出量削減効果は、ベースライン(BL)排出量－ プロジェクト(PJ)排出量として

評価した。 

・ベースライン(BL)：新品電池を蓄電事業および車載用電池として使用した場合の 

                  生涯排出量 

・プロジェクト(PJ)：車載用電池をリユースし、蓄電事業に使用した場合の生涯排出量 

 

CO2排出量の算定対象は、原材料調達・電池製造から廃棄・リサイクル、ならびに各

プロセス間の輸送における排出である。 

主な算定条件として、車載利用年数は 10年間、蓄電利用年数は 20年間、蓄電利用に

おける新品電池の利用年数は 20 年間、リユース電池の利用年数は 10 年間と想定した。 

なお、電池としては PHEV用電池を想定した。 

また、スイープ蓄電システム効率は 90%、一般蓄電システム効率は 88%とした。 

そのほかの算定条件の詳細については、表 2.5.1および別紙 2 CO2排出量削減効果計

算書を参照されたい。 

表 2.5.1 CO2排出量削減効果の評価条件7 

 

 
7 出典：⾞載⽤蓄電池のカーボンフットプリント算定⽅法（案）ver. 1.0（2023年 4 月 経済産業省） 
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2.5.2 CO2排出量削減効果の評価結果 

CO2排出量削減効果の評価結果を図 2.5.1に示す。 

図 2.5.1の上段がベースライン(BL)、下段がプロジェクト(PJ)である。 

蓄電利用に関わるプロセスは緑色、車載利用に関わるプロセスは青色で示している。 

PJ では車載利用後の蓄電池が、蓄電システムとしてリユースされるライフサイクル

となっている。 

一方、BL の一つ目のラインは蓄電利用向けの蓄電池のライフサイクル、二つ目のラ

インは車載利用向けの蓄電池のライフサイクルとなっている。電池の必要量としては、

PJ同様、車載利用向けの蓄電池の量（PHEV 1,444台分）に加え、蓄電利用向けの蓄電

池の量としては、PJにおける 1/2（PHEV 722台分）となっている。 

 

結果として、BL における蓄電池の生涯排出量は 7,993 t-CO2、PJ における蓄電池の

生涯排出量は 6,165 t-CO2となり、CO2排出量削減効果は 1,828 t-CO2（▲23%）とな

った。 

主な CO2 排出量削減効果としては、原材料調達・電池製造段階における新品電池の

製造抑制により 1,015t-CO2（▲13%）、および蓄電利用段階におけるスイープ蓄電シス

テムの高効率化により 665 t-CO2（▲8%）となった。 

そのほか、CO2排出量削減効果としては大きな寄与はないが、輸送段階においても、

電動車からの解体から蓄電利用に至るまでの輸送を除く輸送段階では、電池量の抑制に

より CO2排出量削減効果が見られた。 

 

以上より、電池のリユースによる CO2 排出量削減効果の評価方法を確立するととも

に、電池のリユースによる CO2排出量削減効果を定量的に示すことができた。 

 

 

図 2.5.1 CO2排出量削減効果の評価結果 
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3 まとめおよび今後の取り組み 

3.1 まとめ 

 本事業では、「車載用電池のリユース技術開発実証」として四テーマについて取り組み、

以下の成果を得た。 

 

（１）電力システムに適合した蓄電システムの最適化検討 

① リユース電池で構築する大規模蓄電システムの要件定義・設計 

 本事業では、大規模蓄電システム向けの蓄電池キュービクル単位の技術検証を実施した。 

 大規模蓄電システムとして、特別高圧系統へ連系可能なシステムの要件定義を行い、蓄電

池キュービクルおよびサブ変圧器の並列設置により、規模を拡張可能なシステムを設計し

た。 

 スイープ蓄電システムについて、従来のコンテナ型と比較し、ロバスト性やスペース効率、

安全性を向上させる「蓄電池キュービクル」を蓄電システムの最小単位として定義するとと

もに、送配電事業者との系統連系協議を踏まえた設計を実施し、試作評価にて動作が良好で

あることを確認した。 

 これにより、系統用蓄電システム向けの蓄電池キュービクル単位の技術検証完了の見通

しを得た。 

 

② 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義 

 本事業では、電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の

要件定義を実施した。 

 トレーサビリティ情報管理システムにて、原材料調達・電池製造から廃棄・リサイクルま

でのトレーサビリティ管理項目（CFP、SOH・劣化度）を管理、CFPは CFP管理システム

にて演算するシステム構成にて要件定義した。 

 これにより、蓄電利用を含む、ライフサイクルを通した電池のトレーサビリティ情報の管

理手法の要件定義を完了した。 

 

③ 余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の検証 

 本事業では、余寿命センサとスイープ蓄電システムの一体化検討、ならびに電池選別、劣

化診断用途の余寿命センサを用いた装置化の設計を実施した。 

 余寿命センサの試作にて、熱暴走温度の低下により電池の健全性を低下させるリチウム

金属析出を複数セルまとめて検知可能であることを確認した。 

 また、余寿命センサを電池の電極に接触させるのみで診断可能な装置の試作にて、余寿命

センサのポータブル診断装置化に向けた課題を抽出した。 

 これにより、リユース電池を短時間で劣化診断し、大規模蓄電システムの信頼性と運用性

確保に向けた技術検証を進捗させた。 
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④ PV から蓄電システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いた DC リンクの開発 

 本事業では、太陽光発電（PV）とスイープ蓄電システムの DC リンクの要件定義、およ

びシステム構成のためのシミュレーションモデルを開発し、システム構成検討を実施した。 

 PV に PCS 付きの蓄電池を組み合わせた従来型のシステムと比較し、現在のパラメータ

値においては、PVにスイープ蓄電システムの DCリンクと組み合わせた場合の方がコスト

優位性があること、既設の PVへスイープ蓄電システムの DCリンクシステムを導入する場

合に特にコスト優位性があることを示した。 

 これにより、PVとスイープ蓄電システムの DCリンクの経済優位性を示した。 

 

（２）CO2排出量削減効果の評価 

 本事業では、電池をリユースする場合の CO2排出量削減効果の評価方法の検討、および

CO2排出量削減効果の評価を実施した。 

 電動車の車載用電池、ならびに蓄電システム用の電池のそれぞれで利用する場合と、車載

利用後の電池を蓄電システムとしてリユースする場合を想定し、電池をリユースする場合

は約２３%の CO2排出量削減効果があることを示した。また、CO2排出量の主な削減効果

の要因として、「新品電池の製造および廃棄・リサイクルの抑制」および「スイープ技術に

よる蓄電システム効率改善」であることを定量的に示した。 
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3.2 今後の取り組み 

 車載用電池をリユースしたスイープ蓄電システムの事業化に向け、今後、以下のような取

り組みを実施する予定である。 

 

① リユース電池で構築した大規模蓄電システムの運用確立 

・蓄電池キュービクルの耐類焼認証：系統用蓄電システムの耐類焼性の確保に向け、蓄電池

キュービクルの耐類焼設計を実施し、第三者認証を取得する予定。 

 

・大規模蓄電システムとしての拡張性確認：変圧器最大容量における蓄電池キュービクル群

の充放電試験、複数変圧器下における協調制御の確認等を行う予定。 

 

・価格競争力の確保：蓄電事業としての使用に向け、スイープ蓄電システムの原価低減等に

より価格競争力を向上させる予定。 

 

 上記に加え、スイープ蓄電システムに搭載する車載用電池の確保に向けた回収スキーム

等の検討を行うことで、社会実装の実現性が高まると考えられる。 

 

② 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の確立 

・トレーサビリティ管理システムの設計：本事業にて要件定義したトレーサビリティ管理シ

ステムの設計を進める予定。 

 

・トレーサビリティ管理システムの構築、データ連携実証：設計したトレーサビリティ管理

システムを構築し、蓄電システム等からトレーサビリティ情報をデータ連携可能なことを

確認する予定。 

 

③ 余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の確立 

・劣化診断装置の設計：劣化診断のポータブル装置化に向け、装置の設計を実施する予定。 

 

・劣化診断装置の製作、劣化診断検証：設計した劣化診断装置を製作し、スイープ蓄電シス

テムへ搭載前の電池の初期選別、ならびに電池をスイープ蓄電システムへ設置後に劣化状

態を診断可能なことを確認する予定。 

 

④ PV から蓄電システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いた DC リンクの開発 

・シミュレーションモデルの活用：PVと蓄電システムの DCリンクが必要となった時点に

おいて、最新のパラメータ値を入力し、開発したシミュレーションモデルを活用する予定。 

また、経済性検討の結果を踏まえ、本事業にて設計した PV とスイープ蓄電システムの

DCリンク回路の開発、実証の実施を検討する予定。 

以 上  



① リユース電池で構築する大規模蓄電システムの要件定義・設計

【概要】 大規模蓄電システム向けの蓄電池キュービクル単位の技術検証を実施した。
【詳細】 大規模蓄電システムとして、特別高圧系統へ連系可能なシステムの要件定義を行った。スイープ蓄電システムおよびサブ変圧器の並列設置により、規模を拡張
可能なシステムを設計した。スイープ蓄電システムについて、従来のコンテナ型から、ロバスト性やスペース効率、安全性を向上させる 「蓄電池キュービクル」 を蓄電システムの
最小単位として定義し、試作にて動作が良好であることを確認した。これにより、系統用蓄電システム向けの蓄電池キュービクル単位の技術検証完了の見通しを得た。

② 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義

【概要】 電池毎のライフサイクルを通した使用履歴のトレーサビリティ管理手法の要件定義を実施した。
【詳細】 トレーサビリティ情報管理システムにて、原材料調達・電池製造から廃棄・リサイクルまでのトレーサビリティ管理項目(CFP、SOH・劣化度)を管理し、CFPはCFP
管理システムにて演算するシステム構成について要件定義した。

③ 余寿命情報とスイープ蓄電システムの一体制御方法の検証

【概要】 余寿命センサとスイープ蓄電システムの一体化検討、ならびに電池選別、劣化診断用途の余寿命センサを用いた装置化の設計を実施した。
【詳細】 余寿命センサの試作にて、熱暴走温度の低下により電池の健全性を低下させるリチウム金属析出を複数セルまとめて検知可能であることを確認した。また、余寿命
センサのポータブル診断装置化に向けた課題を抽出した。これにより、リユース電池を短時間で劣化診断し、大規模蓄電システムの信頼性と運用性確保に向けた技術検証
を進捗させた。

④ PVから蓄電システムへの充電における高効率なスイープ回路を用いたDCリンクの開発

【概要】 太陽光発電(PV)とスイープ蓄電システムのDCリンクの要件定義、およびシステム構成のためのシミュレーションモデルを開発し、システム構成検討を実施した。
【詳細】 PVにPCS付き蓄電池を組み合わせた従来型のシステムと比較し、現在のパラメータ値においては、PVにスイープ蓄電システムのDCリンクと組み合わせた場合の方
がコスト優位性があること、既設のPVへスイープ蓄電システムのDCリンクシステムを導入する場合に特にコスト優位性があることを示した。これにより、PVとスイープ蓄電システ
ムのDCリンクの経済優位性を示した。
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国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業成果

事業者名

事業名称 車載用電池のリユース技術開発実証事業

(代表事業者) 株式会社JERA／(共同事業者) トヨタ自動車株式会社

事業内容
車載用電池のライフサイクルを通したCO2排出量の削減の達成に加え、電池の安全性・
信頼性及び価格競争力向上によるリユース拡大を目的とし、以下の技術開発を行った。
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リユースによる新品電池製造の抑制、スイープによる高効率化により、1,828-CO2 (▲23%)の削減効果があることを確認

原材料調達・
電池製造

車載利用輸送 蓄電利用 輸送 廃棄・リサイクル 合計

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾗｲﾝ

(PL)

2,031 t-CO₂

電池
1,444台分

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ
(BL)

電池
722台分

電池
1,444台分

輸送

5 t-CO₂ 15 t-CO₂ 325 t-CO₂ 55 t-CO₂ 346 t-CO₂

1,015 t-CO₂ 3 t-CO₂ 3,990 t-CO₂ 27 t-CO₂ 173 t-CO₂

2,031 t-CO₂ 5 t-CO₂ 15 t-CO₂ 7 t-CO₂

27 t-CO₂ 1 t-CO₂

3,325 t-CO₂ 55 t-CO₂ 346 t-CO₂

7,993 t-CO₂7 t-CO₂

電池製造
メーカー

EV製造
メーカー

EV販売
拠点

全国
各地

解体
事業者

蓄電システム
メーカー

蓄電事業
場所

解体
事業者

廃棄・
リサイクル事業者

325 t-CO₂ 27 t-CO₂

1 t-CO₂

PJ-1
原材料

調達・製造

PJ-1
輸送⑧

PJ-2
EV使用

PJ-3
輸送⑪

PJ-3
輸送⑫

PJ-5
輸送⑭

BL-6
原材料

調達・製造

BL-1
原材料

調達・製造

BL-2
輸送①

BL-3
充電事業
使用

BL-4
輸送③

BL-5
廃棄・
リサイクル

BL-6
輸送④

BL-6
輸送⑤

BL-8
輸送⑦

BL-9
廃棄・
リサイクル

BL-7 
EV使用

BL-2
輸送②

PJ-3
輸送⑬

PJ-4
充電事業
使用

PJ-3
輸送⑩

BL-8
輸送⑥

PJ-1
輸送⑨

PJ-6
廃棄・
リサイクル

新品電池
製造抑制

CO2

削減要素
スイープによる
高効率化

6,165 t-CO₂ ※

※ 四捨五入に伴い、各ライフサイクル段階の合計値と整合しない

CO2排出量削減効果見込み

機能単位 蓄電システム(13MWh)を構成する車載用リチウムイオン電池

CO2排出量
削減効果

ベースライン排出量 (BL) － プロジェクト排出量 (PJ)
BL：新品電池を蓄電事業 および 車載用電池として使用した場合の生涯排出量、PJ：車載用電池をリユースし 蓄電事業に使用した場合の生涯排出量

主な算定条件
・ 車載利用年数：10年間 (PHEV)
・ 蓄電利用年数：新品電池 20年間(交換なし)、リユース電池 10年間(交換回数1回) ※ 1日あたり 1サイクルの充放電、稼働率80%と想定
・ スイープ蓄電システム効率：90%、一般蓄電システム効率：88%

CO2 排出量削減効果：(BL) 7,993 t-CO₂ － (PL) 6,165 t-CO₂ =  1,828 t-CO₂（▲23%） 車載利用に関わるプロセス 蓄電利用に関わるプロセス
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